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1論　説
産学官共同事業の失敗と「研究者の責任」（ ₂・完）
星野　　豊
₁ 　序──本稿の課題
₂ 　産学官共同事業の失敗事例
　　　（ ₁ ）　風車発電事業の失敗事例（以上、₆₁号）
　　　（ ₂ ）　焼却炉発電事業の失敗事例
₃ 　共同事業の失敗と「研究者の責任」の構造
　　　（ ₁ ）　共同事業に関する法律上の責任
　　　（ ₂ ）　研究者の「社会的信用」と責任との関係
　　　（ ₃ ）　共同事業における研究者の「立場」
₄ 　産学官共同事業における研究者の「役割」
2 　産学官共同事業の失敗事例（つづき）
（ 2）　焼却炉発電事業の失敗事例
　鹿児島地判平成₂₅年 ₄ 月₂₄日平成₂₁年（ワ）₁₇₅号は、大学教員が提唱した手法
による、廃棄物焼却を利用した発電事業が失敗したことについて、事業主体であっ
た地方自治体が、調査、計画策定、基本設計を請負った事業者、廃棄物処理施設の
建設等を請負った事業者のほか、大学教員個人に対しても、契約違反ないし不法行
為責任を主張して、損害賠償を請求した事案である11。
　原告 X 市は、平成₁₇年₁₀月に、隣接する A 町と B 市とが合併することによって
成立した地方自治体である。
　被告 Y₁は、国立 C 大学の教授であって、廃棄物に含まれる未利用エネルギーを
燃料ガス化し、発生した燃料ガスを電気及び温熱エネルギーとして有効利用する、
11　この事件に対する評釈は、現在のところ見当たらない。
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「スターミート（STARMEET）方式12」発電方式を提唱した。この方式の特徴は、廃
棄物を蒸し焼きにしてガスを発生させ、発生したガスを高温の空気と水蒸気を用い
て改質することで、ダイオキシン、アンモニア及びタールを消すことにあった。
　被告 Y₂社は、スターミート方式による発電の実用開発、設計、管理、監理、指導、
情報提供等を行い、事業化設計の請負等を行う会社であり、Y₁は、Y₂社の取締役
ないし代表取締役でもあった。
　被告 Y₃社は、産業用機械器具の設計製造修理等を行う会社であり、本件で問題
とされた廃棄物処理施設の建設を請負ったものである。
　本件施設は、「A 一般廃棄物利用エネルギーセンター」の名称で、A 町が、平成
₁₄年度及び₁₅年度において、スターミート方式により一般廃棄物と肉骨粉を混合し
て処理し、以て燃料ガスを発生させるための廃棄物処理施設部分（以下「本件処理
施設」という）を総事業費約 ₈ 億₆₀₀₀万円で、また、発生した燃料ガスを主燃料と
して燃焼させ、以て電力を発生させるための発電施設部分（以下「本件発電施設」
という）を総事業費約 ₁ 億₅₀₀₀万円で建設したものである。なお、以上の総事業費
のうち、A 町は、国及び独立行政法人 NEDO から、補助金として合計約 ₃ 億₅₀₀₀
万円の交付を受けた。
　A 町と Y₂社は、平成₁₄年 ₂ 月₂₁日、「未活用バイオマス燃料ガス化から発電及び
熱エネルギーの有効活用に至る技術の調査・基本計画の策定」に関わる業務につい
て、実施期間を契約日から約 ₃ 週間、代金約₇₀₀万円とする内容の委託契約を締結
した。また、両者は、これと同時に、「未利用資源のガス化から発電及び熱エネル
ギーの有効活用に至る設備の基本計画の策定」に関わる業務について、実施期間を
同じく約 ₃ 週間、代金を約₃₀₀万円とする内容の委託契約を締結した。A 町は、平
成₁₄年 ₃ 月、上記各契約に基づく Y₂社の作成に係る報告書を基に、₁ 時間当たり
の処理能力を ₁ トン、最大 ₁ 日₂₄時間稼働とし、生成されたガスで₃₀₀キロワット
の発電を行う事業規模を想定した、調査報告書を作成した。
　そして、A 町と Y₂社は、平成₁₄年 ₄ 月上旬、「未利用資源のガス化から発電及び
エネルギーの有効活用に至る設備の基本設計」に関わる業務について、実施期間を
契約時から約₁₀カ月間、代金約₂₅₀₀万円とする内容の委託契約を締結し、Y₂社は、
同年 ₇ 月上旬、この契約に基づく基本設計図書を提出した。A 町は、この基本設計
12　STeam/Air Reforming-Multi-staged Enthalpy Extraction Technology のうち、大文字部分をつ
なげた略称である。
3産学官共同事業の失敗と「研究者の責任」（ ₂・完） （星野）
図書に基づいて、国、県、独立行政法人等に補助金の申請を行うと共に、本件処理
施設及び本件発電施設の建設に関する指名競争入札を行い、その結果、本件処理施
設については Y₃社が、本件発電施設については訴外 D 社がそれぞれ受注し、同年
₁₂月下旬に A 町議会の承認を得た。一方、A 町と Y₂社は、翌平成₁₅年 ₂ 月、本件
処理施設及び本件発電施設の建設工事監理業務について、履行期限を契約翌日から
翌月まで（後に約 ₁ 年間延長）、代金約₈₀₀万円とする内容の委託契約を締結した。
　Y₃社及び D 社は、平成₁₅年 ₂ 月から本件各施設の実施設計、機器の製作に着手
し、同年 ₇ 月頃から各建設工事に着手した。Y₂社は、平成₁₆年 ₃ 月、A 町に対し
て本件監理業務が完成した旨を通知し、A 町は本件監理業務について完成検査を
行った結果が合格であるとする検査調書を作成した。
　そこで A 町は、平成₁₆年₁₀月に本件両施設の運転を開始したが、ガス中にター
ルやアンモニア等が生じるなどの問題が生じ、想定していた発電を行うことができ
なかった。このため、A 町は、B 市との合併直前の平成₁₇年 ₉ 月下旬までの間、訴
外 E 社に約₅₀₀₀万円を支払って、本件処理施設の能力増強工事を委託した。また、
X 市も、平成₁₈年 ₅ 月頃ないし₁₂月頃、訴外 F 社に委託して、合計約₆₅₀万円を支
払って、本件施設の設備状況調査及び改善計画の策定を委託した。
　平成₂₀年₁₁月、会計検査院は、内閣に回付した平成₁₉年度決算検査報告において、
「産業廃棄物の処理施設整備事業の実施に当たり、仕様書で定めた設備能力につい
ての確認が十分でないまま施設の引渡を受けたなどのため施設が所期の機能を発揮
できず、補助の目的を達していないもの」との項目中に、本件施設に対して支出さ
れた国庫補助金を取り上げ、全額を不当と認定した。同様に、本件施設が NEDO
から支給された補助金についても、全額を不当と認定した。
　X 市は、前記会計検査結果を承けて、平成₂₀年₁₂月末を以て本件施設の運営を打
切り、本件施設の建設に関して交付された各補助金を、各機関の指示する金額と方
法に従って返還することを余儀なくされた13。
　本件は、以上の経緯の下で、X 市が、Y₁及び Y₂社に対して、①本件施設の機能
不全は、Y₁及び Y₂社が必要な調査検討を行わなかった注意義務違反に原因がある、
② Y₁及び Y₂社は、本件施設の問題について検討・説明すべき義務を怠った、と主
13　具体的には、補助金総額のうち約₆₀₀₀万円の返還免除と、残額について₁₀年間の分割返
済の承認を受けたとのことである。広報いちき串木野₉₁号 ₃ 頁（₂₀₁₃年 ₅ 月₂₀日）http://
www.city.ichikikushikino.lg.jp/ichikushi₀₁/kouhou/pdf/H₂₅/₂₀₁₃₀₅₂₀.pdf（₂₀₁₅年 ₁ 月 ₃ 日₁₅時
₄₅分現在閲覧可能）
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張し、また、Y₃社に対して、③ Y₃社は、A 町との請負契約に基づいて本件処理施
設に要求される所定の性能を発揮できるようにする義務を怠った、等と主張して、
三者で連帯して合計約₁₀億円の損害賠償を求めた事案である。
　X 市の請求に対して、Y₁及び Y₂社は、本件処理施設の性能が発揮できなかった
のは、D 社が製造した発電機の性能が、Y₂社らが当初から要求していた仕様を満
たさないものであり、これを A 町が承認してしまったためである、として、Y₁及
び Y₂社の調査、設計、監理に問題はないと反論した。また、Y₃社は、契約書に記
載された仕様に従って本件処理施設を建設しており、契約中に X 市の主張に係る
性能は含まれていない、と反論した。
　鹿児島地裁は、次のように判示して、X 市の請求を全て棄却した。
　「A 町はスターミート方式による廃棄物処理施設の実用施設の前例がないことの説明は受
けており、かつスターミート方式以外には肉骨粉及び一般廃棄物を同時に処理することが
できないことを認識しており、〔Y₂社との〕各契約書には、「実証性格を有する」「共同研究」
「実用化を目指す」など、本件施設が実証的性格を有することを示す文言が使われているこ
と及び本件基本設計図書も、「実証することを目的とし、実用化を目指す」との記載がある
ことからすると、Y₂社及び A 町は、本件施設が完全な実用施設ではなく、実用化を目指し、
かつ実証的性格を有する施設であると認識していたというべきである。」
　「X 市は、本件施設は、国及び NEDO の補助金の交付を受けており、補助金が、実用施
設に対して交付されるものであり、Y₂社は、A 町が補助金の交付を受けていることを知っ
ていたのであるから、実用施設であると認識していたと主張する。」「しかし、A 町が本件
施設につき国及び NEDO の補助金の申請をしたのは、単に A 町の予算のみでは本件施設を
建設することができなかったためであって、A 町は、本件施設の設備能力が確認されてい
ないにもかかわらず、本件発電施設及び本件処理施設について検査調書を交付し、実績報
告書を作成していたのであり、A 町の調査では、スターミート方式による処理以外に一般
廃棄物と肉骨粉を処理できる方法が存在せず、これらを同時に処理することが相当困難で
あることは A 町も認識していたと認められることからすると、補助金の交付を受けている
ことを理由として、X 市の上記主張を採用することはできない。」
　「D 社は本件発電施設の発電機に、改質ガスのカロリー値が ₁ 立法メートル当たり₉₀₉キ
ロカロリー以上であることを必要としたものの、改質ガスのカロリーが安定的に₉₀₉キロカ
ロリーを越えなかったこと、未分解のアンモニアやタールが発生していたことが認められ、
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これらの原因により本件施設は本件性能を発揮できなかったと認められる。そして、これ
らの原因については、D 社と Y₂社との間において、発電機の仕様が₅₅₀キロカロリーから
₁₂₁₅キロカロリーのうちベースライン₉₀₉キロカロリーという理解が異なっていたこと、本
件施設に搬入される肉骨粉及び一般廃棄物には、産業廃棄物が含まれており、適切な分別
がなされていなかったことからすると、X 市の主張に係る Y₂社の責任に帰すべき本件施設
の機能不全の機序を認めることはできないというべきである。」
　「Y₂社及び Y₁は、本件施設が基本設計を経た試運転において試行錯誤を繰り返し、改良
を重ねながら開発する性質のものであると認識しており、本件基本設計図書においては熱
分解ガスの改質技術の実証が目的とされており、実証機と異なり熱量の変動の大きい一般
廃棄物を処理することの不確実性を認識し、A 町も、……本件調査等各契約の際、本件施
設が基本設計を経た施設運転において試行錯誤を繰り返し、改良を重ねながら本件性能を
備えるように開発する性質のものであったことを十分に認識していたものであるから、A
町も、本件施設が不確実性を有することを認識していたというべきである。」「以上によれ
ば、Y₂社及び Y₁並びに A 町は、本件施設の不確実性について認識を共有したうえで、ご
み処理施設発注仕様書及び発電施設発注仕様書を作成したのであるから、Y₂社及び Y₁に
X 市主張に係る本件施設の不確実性についての検討・説明義務違反は認められない。」
　「本件処理施設の履行期は、本件発電施設の履行期より ₁ 月遅く、本件発電施設は、本件
処理施設との連携を確認しないで引渡を受けることが予定されていたこと、ごみ処理施設
発注仕様書には、設備や機器等の能力について保証する旨を定めた部分はあるが、燃料ガ
スの具体的な性能を示して保証する旨を定めた部分がないこと、保証事項の「本施設は全
体として機械的に問題なく稼働しなければならない。」との記載からは、Y₃社がいかなる
性能を保証するものであるかが明らかでないこと、本件技術が実用化の例がない最新技術
であると説明されており、Y₃社がスターミート方式の廃棄物処理の実用施設についてノウ
ハウを持っていたとはいえないこと、本件請負契約当時、本件施設の建設について本件性
能を発揮させる技術は確立されていなかったこと、A 町が設計図書通り完成しているとし
て Y₃社に対して検査調書を交付していることからすると、本件請負契約は、本件性能が発
揮できることを目的とした性能発注方式であると認めることはできない。」
　本件は、産学官共同事業の遂行に際して、産学官 ₃ 者相互間、また、事業者相互
間における、情報提供や意思疎通が必ずしも十全でなかったことに加え、立場と目
的が微妙に異なる関係当事者間を規律する契約上の権利義務関係が必ずしも明確で
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なかったことから、訴訟にまで到ったものと考えられる14。本件事業で目的とされ
ていた一般廃棄物の処理過程におけるエネルギー利用は、当時社会問題として認識
されていた肉骨粉処理の問題をも併せて解決できる可能性を有していたものである
から、本件事業の目的に社会的な有用性があったことは疑いないが、他方、本件処
理施設が世界で初めてのものであった以上、理論上の予測と異なる結果が出ること
に加えて、最終的に事業が失敗する危険性についても、理論的には明らかであった
と言わざるを得ない。
　本判決は、X 市の請求を棄却するとの判断に到った理由として、①本件施設は世
界で初めてのものであって実用の前例がなく、また、契約書上の文言からも、試行
錯誤を繰り返しながら実用化に向けて開発していくことを目的としていることを、
Y₁及び Y₂社のみならず、A 町も認識していたと考えられること、②本件処理施設
と本件発電施設との技術的連携が円滑に行われておらず、本件処理施設に関して発
生した問題は、D 社の設計製造に係る本件発電施設の性能に主要な原因があると考
えられること、③ A 町は、本件発電施設についても本件処理施設についても、補
助金を取得するためとして、十分な性能を確認することなく検査調書を交付してい
ること、をそれぞれ挙げたうえで、Y₁らには X 市の主張するような債務不履行や
注意義務違反は存在しない、と結論付けている。
　しかしながら、本判決の挙げる上記理由①については、世界初の施設であって事
業として失敗する危険性があることは、A 町のみならず Y₁らも同様に認識してい
た筈であり、かつ、かかる新規かつ専門性の高い事業の危険性の予測に関して、A
町が専門家である Y₁らの協力を全く仰ぐことなく独自に調査判断できるとはやや
考え難い部分があるため、契約上で事業の失敗時における免責が明確に規定されて
いるのでない限り、専門家としての Y₁らの責任が生ずる可能性を、理論的に考え
る必要は避けられないものと思われる15。
14　なお、本件事業が企画、実現に到った時期が、A 町が B 市と合併として X 市になる直前
の時期であり、A 町担当者と B 市担当者との連携、協力関係がどのようなものであったか
という点も、影響を及ぼしている可能性があるかもしれない。
15　合計金額₁₀億円もの設備を必要とする「実験」に場所と資金を外部から調達してまで提
供し、かつ、失敗の責任と損失を全て引き受ける旨を地方自治体が合意していたと考える
ことは、明らかに説得力が乏しいと言わざるを得ない。また、かかる「実験」に、Y₁が教
授として所属する「国立 C 大学」でなく、なぜ Y₁個人が取締役を務める Y₂社のみが参画
しているのかについても、事業の利益の一部が実質的に Y₁の Y₂社からの報酬に反映する
点に関して、十分な説明を行うことは困難であるように思われる。本判決は、契約書上の
文言から、「実用化に向けた」設備である旨を強調するが、この文言は「実用設備」を建設
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　また、上記理由②については、なぜ本件で D 社が被告として提訴されなかった
かの理由は判決文中には書かれていないが16、本件で重要な点は、D 社の製造に係
る発電機の性能と本件処理施設の性能との齟齬に係る責任を、果たして誰が負うべ
きかである。本判決の記述からすると、上記理由②は Y₁らの帰責事由や過失がな
いことの傍証として挙げられているが、本件事業全体を管理監督している主体は誰
か、それに対して他の関係者が適切に助言、警告等を行っていたかによって、この
判断は大きく異なってくる可能性があると思われる17。
　これに対して上記理由③は、本件施設に関して検査調書を交付した A 町の行動
が、本件事業のために必要な性能に関する検査を十分に行わなかったものとして、
Y₁らが反射的に責任を免れるとしたものであり、理論的には一種の禁反言則とし
て X 市の請求を棄却する理由となりうるものである。しかしながら、本件事業の
実施に際して、本件技術に関する専門家が当事者となっている以上、A 町が第三者
をして客観的な評価を行わせることが、一般的な事業の検査と比べてどの程度容易
にできるものであるかは、何とも言えないように思われる18。
　以上のとおり、本判決の提示する理由は、個別に検討してみると、説得力が弱い
部分がやや目立つものと言わざるを得ないが、全体としては、A 町ないし X 市に
対し、失敗する危険性のある新規かつ専門性の高い事業を遂行する地方自治体とし
するとの目的を示したものとの解釈も不可能でないうえ、仮に「実験」であるとすれば社
会的に必須となる筈の、本件事業が失敗に帰した原因の分析検討を含む各種の検討結果の
公表に関する記述が皆無であるため、理由としての説得力は、いずれにせよ弱いものと言
わざるを得ないように思われる。
16　本件の訴訟資料中における両当事者の主張ないし関係者の陳述書の記載からすると、D
社が本件発電施設を受注した経緯や、本件発電施設が Y₂社の主張していた仕様と異なる仕
様のものとして製造されたことに対する評価に係る、各当事者間の認識の差は、かなり大
きいもののようである。なお、D 社は X 市内にある程度の規模の支店を構えている一方、
Y₁らはいずれも県外の者であることが、本件の提訴に関して影響を及ぼしているか否かに
ついては、判断できるだけの資料がない。
17　本文で後述するとおり、本判決は A 町が検査調書を作成した点を強調し、本件事業全体
を管理監督していたのは A 町であったと考えているようであるが、Y₂社が報酬を得て本件
事業の調査、計画策定、監理業務等を請け負っていたことを強調するならば、本件事業全
体の管理監督に係る責任の所在に関する解釈は、相当程度異なってくる可能性があるよう
に思われる。
18　もっとも、本件処理施設が十分に稼働しないことが明らかになった後においては、A 町
ないし X 市は、訴外 E 社ないし F 社に対して工事や検査を発注しているわけであるから、
本件施設が建設された時点で、他の専門家による検査を依頼することが、およそ期待でき
なかったとは言い難い。その意味では、Y₁らにとっては、本件施設の不具合の対処を最初
から最後まで全て担当していたわけではなかったことが、結果として自分たちの法律上の
責任を免れさせたものと考えることもできなくはないであろう。
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ての主体性や対処の合理性が不十分であったことを、種々の点から指摘しているも
のと善解できるように思われる19。実際、A 町としては、国や NEDO からの補助金
を受けるために本件施設が順調に稼働しうることを外部に対して積極的に表明した
以上、本件事業の遂行過程で Y₁らが A 町ないし X 市に対して虚偽の情報を伝えた
り、不利益な事実や情報を隠蔽したりしたという事情がない限り、本件各契約関係
から Y₁らの法律上の責任を肯定することは、結論として困難であると考えて差し
支えない。
　本判決に対して X 市は控訴しなかったため、本判決の判断は確定した20。
3 　共同事業の失敗と「研究者の責任」の構造
　以下では、前項で検討した裁判例に関する分析検討を基に、産学官共同事業の失
敗時における「研究者の責任」の構造と問題点について、理論的観点から考察を加
えることとしたい。
（ 1）　共同事業に関する法律上の責任
　法律上の責任に関する理論的観点からすれば、産学官共同事業に関する「研究者
の責任」と言っても、特別の法規制がない限り、一般的な法律関係と同様、契約上
または不法行為に関する責任が生ずる可能性があるに過ぎない。要するに、研究者
である、という理由で法律上の責任が軽減あるいは免除されることはなく、逆に、
研究者であることを理由として、特別の責任を課し、あるいは責任が加重されるこ
ともない筈である21。
19　なお、本件の訴訟記録によると、X 市側の訴訟準備が全体的に見て遅れがちであり、指
定期日までに主張や証拠が提出されず、Y₁らから催促等が行われることがしばしばあった
ようである。また、Y₁の責任に関しても、訴訟の途中で X 市が「学者としての責任」につ
いて若干言及したことはあったようであるが、最終的には Y₂社とほぼ同一内容の責任があ
ると主張するに留まり、Y₂社と別に個人として被告とした意味が明確でなくなってしまっ
ている。このような事実が、本判決の判断に影響を及ぼしているかは定かではないが、訴
訟で責任追及を行う以上、必要に応じて他の専門家からの協力を仰ぎ、周到な準備を以て
臨むべきことは、訴訟戦術の最も基本的な部分であるから、本件事業に関する専門的な技
術の細部や本件事業の失敗に到った原因の分析等について、A 町ないし X 市の担当者や代
理人がどこまで明確に把握していたかは、何とも言えない部分があるように思われる。
20　前掲注₁₃広報いちき串木野₉₁号 ₂ 頁。
21　もっとも、本稿冒頭で若干述べた、「研究の失敗」に関して、研究者の責任がこれまで追
及されてこなかった傾向について分析してみると、₂ つの異なる考え方が成り立ちうる。
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　従って、産学官共同事業の失敗時における「研究者の責任」について考える場合
には、責任を追及されるおそれのある研究者が、当該共同事業においてどのような
法律関係を形成し、あるいはどのような社会的接触あるいは影響力の行使を当該共
同事業関係者に対して行ったかを分析検討する必要があることとなる。実際、前項
で検討してきた裁判例においても見られるように、産学官共同事業においては、未
だ当該共同事業における研究者の法的地位や法律上の責任の範囲が曖昧であり、か
つ、近時の規制緩和の影響で、「研究者」として行動しているのか「事業者」ある
いは「事業体の構成員」として行動しているのかが、明らかでない場合が、少なか
らず存在するためである。
すなわち、研究上の失敗についても研究者の責任は一般的な法律上の責任と同様に生じう
るが、研究が失敗した事実それ自体がある種の「研究成果」であるという観点からして、
関係する事実が適切に公開される限り、責任が「免除」されると考えるべきである、とい
う考え方が成り立つ一方で、そもそも「研究の失敗」に関する限り、「研究者の責任」は特
別の責任領域を構成し、過失に基づく責任は理論上も問われる余地がないと考えるべきで
あるのか、どちらの考え方をとるかによって、議論の方向性が大きく分かれうる点に注意
すべきである。
　　さらに、関連しうる他の議論を含めて暫定的に議論を展開してみると、そもそも、なぜ
「研究者の責任」が一般的な責任と比べて特別視される可能性があるか自体についてもいく
つかの考え方が存在しており、どの議論との親近性を強調するかによって、今後の議論の
方向性は大きく異なってくることが予測される。すなわち、第 ₁ に、研究者はその方面に
関する「専門的知識」を持っていることから、「専門家の責任」の一種ないしは当該責任と
連続性のある「責任」として、「研究者の責任」を位置づける考え方が成り立ちうる。この
考え方は、法的責任とは多少性格の異なる「社会的責任」という考え方から「研究者の責任」
を位置づけようとするときに、ほとんど違和感なく責任の所在や範囲を議論できるもので
あるため、法律上の責任に焦点を当てない限り、一般的に受容される可能性が高い議論で
はあるが、「専門的知識」の有無ないし多少と「研究者」であるか否かとは、議論の次元が
異なるものである以上、「研究者」である限り「専門的知識」に優れている筈、という社会
一般からの予測ないし期待を前提とする「責任」と位置づけない限り、議論が成り立たな
くなるおそれがある。第 ₂ に、大学等の研究機関に対して国家社会が全体として、研究費
の支給を筆頭とした種々の支援・協賛等を行っている反射的効果として、当該支援等の成
果を国家社会全体に還元すべきことの一環として、「研究者の責任」が生ずるという考え方
も成り立ちうる。この考え方は、研究不正がなぜ厳格に対処されるべきかを端的に説明で
きるという長所を持つものであり、研究内容の公平性や社会性がなぜ要求されるかについ
ても、明快な説明が可能となる点で、同じく一般的に受け容れられやすい議論である。し
かしながら、この議論は、研究が「不正」でなく「失敗」した場合に対する「研究者の責任」
を追及する性格を構造上持っていないため、法律上の責任としての「研究者の責任」に関
しては、本稿の立場と同じく、責任の一般法理の中で故意又は過失に基づく責任が成り立
ちうるか否かを考えるほかないこととなる。結局、「研究者の責任」に関しては、「法律上
の責任」としてどのように従来の議論の中に位置づけるか、という視点が若干欠けており、
「研究者の社会的責任」としてやや曖昧に議論されてきた傾向があることは、否定できない
ように思われる。本稿の議論も、この点を完全に克服できているかは定かではなく、今後
さらに厳密な検討を行うことを心がけていきたい。
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　もっとも、契約関係を厳密に確定することによって、法律上の責任の所在と範囲
とを明確にすべきか否かそれ自体も、当該契約を締結する当事者の自由な判断に委
ねられるべき事項であり、敢えて関係や責任の所在ないし範囲を曖昧にすることに
よって、予測不能な状況変化に柔軟に対応するという選択を行うことは、違法なこ
とでも不当なことでもない。しかしながら、そのような選択を自由な判断に基づい
て主体的に行った以上、それによって生ずる効果は当然当該当事者が受けるべきで
あり、その責任の効果が「研究者」であるか否かで変化することはあり得ない。さ
らに、予測不能な状況に際して多数の事情を瞬時に解析したうえで当該実情に応じ
た最も適切な判断を迷わず下せる者は、「研究者」であると否とを問わず、ごく限
られた範囲の者に留まらざるを得ないであろう22。
　以上のことからすると、研究者の責任についても、一般的な法律関係上の責任と
同様、契約上の当事者としての責任と、不法行為責任等の契約関係以外の責任の有
無とについて検討すれば足りるものというべきであるが、かかる理論上の観点とは
若干離れた側面から生ずる「研究者の責任」の有無についても、併せて検討してお
く必要がある。
（ 2）　研究者の「社会的信用」と責任との関係
　産学官共同事業において、研究者が産業界や公的機関と同格の地位を占めること
ができる理由は、単に当該事業分野における理論上の知識に優れているから、とい
うだけではなく、特に帰属する大学の持つ社会的な信用を背景として、その知識や
感覚、さらには人格的な信頼を持たれているからである、という議論は、研究者以
22　要するに、予測不能な状況の発生に際して法律上の責任関係について柔軟に対応しよう
とするためには、契約の相手方ないし他の当事者が、かかる柔軟な対応に関してその都度
合意することが必要となるわけであり、かかる「柔軟な対応」の困難さは、具体的な対応
の選択それ自体よりも、その選択した対応を他の当事者が合意するか否かに専ら起因して
いる。そうすると、かかる対応について他の当事者からの合意が得られることを期待でき
る状況とは、当該対応が当該他の当事者にとって何らかの利益を生じさせることが予測で
きるか、あるいは、当該他の当事者にとって合意形成の相手方の選択肢がほとんどないな
どの事情により、当該他の当事者が、別の機会に別の合意を形成させることを期待して現
段階での合意形成に関して妥協を行っているか、いずれかの場合に事実上限られることと
なる。この点に関して、特に大学に在籍している「研究者」については、分野によっては
専門知識に関して他の者では代替することが困難な場合もないわけではないが、現在の学
問分野の構造からすれば、他の分野と完全に切り離された独立の分野を形成している場合
は稀であり、少なくとも検証や評価を行うことの可能な他の研究者を検索することは、大
抵の場合は可能であると考えられる。
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外の者が有する感覚としてしばしば聞かれるところであり、また、研究者自身から
もかかる議論が示されることも決して少なくない。しかしながら、やや厳密に検討
してみると、このような「社会的信用」が研究者に備わっていると考えられる根拠
は、実は極めて曖昧なものと言わざるを得ない。
　そもそも、ある人物や団体について、「社会的信用」が形成されることがあるのは、
多くの場合、当該人物ないし団体の過去における活動の実績から、将来における行
動が予測される結果として生ずるものである。このうち、団体の場合は、過去の実
績を挙げた当時における当該団体の構成員と、現在及び将来における構成員とが異
なる場合が珍しくないが、かかる団体の多くについては、その構成員となるために、
試験や採用手続等、何らかの基準による選抜が行われることが通常であるため、後
に構成員となった者によって構成される団体であっても、過去に実績を挙げた当時
の当該団体と同様の実績を挙げる筈である、という予測が、一般的に受け入れられ
ているわけである23。
　これに対して、「研究者」について、同様の観点に基づく予測が同様に成立する
かは、現在の大学を典型とする各種研究機関における構成員の選抜構造からする
と、必ずしも明らかでないと言わざるを得ない。まず、日本を含む圧倒的多数の国
における大学は、経営母体が同一でない限り、原則として他の大学における人選に
関する情報を入手できることはなく、同一の大学内においても、実質的な人事に関
する権限を有する個々の組織ごとに、それぞれの観点に基づいて選抜を行っている
のが実情である。もっとも、大学の内部には、一般的な団体と比べると、構成員個
人相互間の見解の対立や人格的な反発が極めて多く発生する傾向があるため、利害
関係のない第三者が観察して妥当とされる選抜を行うのでなければ、当該組織の
「信用」自体が低下することとなる結果、事実上選抜が恣意的になることが防がれ
ていると一応考えられているが、これを正確に検証する手法は、理論上も実務上も
存在しない。
　このような状況の下で、一度大学の構成員となった「研究者」については、本稿
冒頭で若干述べたような、研究上の不正行為を敢行するか、あるいは他の教職員な
23　本文で述べたことの例外に属するものとしては、特定の国籍や民族であることが社会的
信用を有する場合が挙げられる。この場合には、当該社会的信用を獲得するに到った文化
的背景ないし基盤を前提とした、各種の「教育」が行われることによって、新たに当該国
籍等を取得ないし生得した者に対して行われることが、継続した「社会的信用」を得られ
る原因となっているものと考えて差し支えない。
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いし学生との間で紛争ないし不祥事を起こした場合等でない限り、原則として自己
の意思に反して「研究者」としての地位を離れることがなくなり、「研究者」とし
ての社会的信用を、相応に身につけることが可能となる。
　以上のとおり、大学等に所属する「研究者」であることは、当該人物の「身分」
を示すものであっても、当該社会的信用に適応する「能力」と「人格」とを証明す
るものではなく、従って、そこから「法律上の責任」が発生することも、少なくと
も理論上はない筈である。もっとも、上述したような「研究者の社会的信用」の実
情を知らない者が、研究者の言動に対して誤った予測ないし期待をし24、研究者が
その誤りに乗じて不当な利益を挙げることに、違法性ないし不当性があることは明
らかであるが、かかる予測ないし期待が明確に表明される場合は、実はそれ程多く
はないため、研究者が相手方の誤った予測ないし期待に基づいて事実上利益を受け
ることも、現実には少なからずあるものと思われる。
　従来において、研究者が他人の予測ないし期待に基づいて利益を受ける機会は、
講演、意見書作成、委託調査ないし委託実験等、専ら依頼者からの明確な依頼に基
づくものがほぼ全てであったため、かかる利益の存在を問題視する余地は、少なく
とも法律上はほぼなかったわけであるが、研究者が「事業者」としての組織を形成
し、自己の研究成果や研究内容を「売り込んで」行くようになることが増えていく
とすると、近い将来において、改めて「研究者の社会的信用」について検討を加え、
関連する法律上の責任の可能性について、考察する必要が生じてくる可能性は、極
めて高いものと思われる。
（ 3）　共同事業における研究者の「立場」
　前項で見てきた事例においては、産学官共同事業に関する特定の分野の研究者
が、大学の研究者としての立場で他の関係者と接触ないし交流すると共に、大学と
は異なる事業組織の構成員となって、当該事業体として関係者と接触ないし交流す
る、という事実が存在していた。このように、「研究者」が「研究者」以外の立場
24　通常、かかる予測ないし期待は、研究者の専門知識に関して生ずるものであるが、当該
研究者の見解に関する社会的な公平性についても、同様の予測ないし期待が生ずることは
少なくない。言い換えれば、「社会的信用」があるということは、要するに、当該信用を有
する者の言動や見解が、ある種の「社会的権威」として機能することを意味するわけであり、
かかる「権威」には大抵の場合、現実的な利益が何らかの形で関係ないし附随するもので
あるから、自己の利益に幻惑されることによって、誤った予測ないし期待をしてしまう者
が、後を絶たないのが実情であると思われる。
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で産学官共同事業に関与した場合、その責任はどのようにすべきかも、規制緩和以
降に事実上生じた、重要な検討課題である。
　この問題に対する解釈の方向性は ₂ つある。 ₁ つは、個々の事実ないし行為ごと
に、当事者ないし関係者の「意思」を解釈し、「研究者」としての立場であるか「事
業者」としての立場であるかを判断する方法である。もう ₁ つは、「研究者」とし
ての立場は、「研究者」としての立場のみで他の関係者と接触ないし交流した場合
に限られ、「事業者」としての立場を兼ね備えていた場合には、「事業者」としての
立場のみが解釈の対象となり、法律上の責任も「事業者」として生ずる、とするも
のである。要するに、前者の解釈は、民事関係の一般的な解釈指針をこの局面でも
適用し、個々の当事者ないし関係者の意思解釈を通じて、法律関係全体の解釈を行
おうとするものであり、後者の解釈は、前述した「研究者の社会的信用」という発
想を背景ないし基盤とし、研究活動の非営利性と公平性を事実上強調することに
よって、「事業者」と異なる社会的信用を「研究者」は有している、と考える議論
である。
　圧倒的多数の者は、研究者であろうとなかろうと、社会的に複数の立場を兼ね備
えたうえで、状況ごとにその都度必要かつ有益な立場を表明して活動している筈で
あるから、「研究者の社会的信用」に関する議論について前述した問題点があるこ
とをも考慮すると、理論的には、前者の解釈の方が明らかに優っていると言わざる
を得ない。しかしながら、この前者の解釈が適用される時点は、言うまでもなく当
該行為がなされたよりもはるか後であることが通常であり、残された証拠との関係
で、真実に近い結論が常に判断者により発見されることが保障されるわけではな
い、という実務上極めて深刻な問題を内包している。そうすると、外部からの観察
によって比較的容易に判明する、各自が表明している立場の社会的な優劣関係に
よって、当該研究者の立場を暫定的に解釈するという後者の解釈手法も、その結論
を絶対視するのでなければ、それなりに合理性があるということはできるかもしれ
ない25。
25　もっとも、以上の点については、未だ裁判上で明確にこの点が争われた例はないようで
あり、本稿での議論も、現段階での試論の域を出るものでないため、今後における事案の
特徴をも加味して、さらに検討を加える必要があることは言うまでもない。
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4 　産学官共同事業における研究者の「役割」
　本稿でのこれまでの議論から、産学官共同事業の失敗における「研究者」の責任
については、次の点を明らかにすることができたものと考えられる。
　第 ₁ に、従来の裁判例に関して言えば、契約上の責任関係を明確に規定すること
によって、実務上発生した問題点の大半は、合理的に対処することが可能であった
筈であり、実務上の判断として、どこまでの法律関係と責任の所在及びその範囲を
明確とすべきかが、今後の実務における検討課題となると考えられる。
　第 ₂ に、理論上の観点からすれば、「研究者の責任」といえども、一般的な法律
関係における責任と同様の解釈手法によるべきであり、ただ、潜在的な社会的支持
を受けている可能性がある観点としての「研究者の社会的信用」については、近い
将来再検討する必要がある。
　第 ₃ に、「研究者」が同時に「事業者」として産学官共同事業に参画した際にお
ける責任の性質については、「研究者の責任」を責任の一般法理の中に位置づけて
他の責任と同種のものとして解決すべきとするのが本稿の立場であるが、「研究者
の社会的信用」を前提として考慮すべきか否かによって解釈の方向性が大きく変わ
り、かつ、かかる考慮をすることによって実務上解釈が簡明になる側面もあるので、
なお検討が必要である。
　冒頭でも述べたとおり、産学官共同事業それ自体は、異なる考え方と能力を持つ
者の相互関係の形成により、単独では到達できない成果を挙げることが十分期待で
あるものであるから、これを促進するために、あらゆる方向から議論を行う必要が
ある。本稿で行った「研究者の責任」に関する試論も、かかる議論の一環であり、
より健全かつ妥当な共同事業関係の形成をどのようにして法律上担保することがで
きるかについて、今後さらに検討を重ねていくこととしたい。
（完）
（人文社会系准教授）
